第１２回コミュニティ審議会 会議録
１　開催日時　平成２２年　１月１９日(火)

午後２時から４時４５分
２　場　　所　市役所第１庁舎３階　庁議室
　３　出 席 者　相川征治会長、狼正久委員、川嶋英幸委員、佐藤隆雄委員、河村栄夫委員、島田鍈次郎委員、高橋義武委員、龍田進委員、富田キヨ子委員、稲見義弘委員、鈴木智子委員、長岡みつ江委員　　　（１２名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　欠 席 者　阿部洋己委員、梅谷秀治委員、酒井邦夫委員、渡辺雅美委員　　　・・・・・・　　（４名）

　　事務局　コミュニティ課 倉田課長、高橋補佐、樋口係長
４　議　　題

　○行政連絡員制度のあり方についての建議の承認について
　○市長へ行政連絡員制度のあり方について建議書提出

　○市長との意見交換

　○その他

５　会議内容
（相川会長）

　　傍聴の方はいませんね。今日は最終回ということになります。
　　それでは、本題の行政連絡員のあり方についての検討、承認に入りたいと思います。
狼委員から、前回の修正点を中心に最終案を説明してください。
（狼委員）

　　（本文を読み上げる。）
（相川会長）

　　これで了承いただけますか。

　　それでは、これをもって行政連絡員制度のあり方についての建議を市長に手渡します。

（井崎市長）

　　　　　　（　出　席　）
（相川会長）

　　それでは市長にお忙しい中、時間をいただいておりますので、答申の本文だけを読み上げ、説明に代えさせていただきます。
その後、市長からお話をいただければと思います。
　　　　　（　建議を読み上げ　）
　　以上でございます。委員全員の総意で建議させていただきます。

（井崎市長）

　　ご審議ありがとうございました。
非常に完結明瞭な結論になっており、私としてはこれをいただいた上で、次のステップに移りたいと思います。

　　流山市が市制施行した当時からある仕組みで、そのころは確かに国と県、県と市、そして市とそれぞれの地域の方々との関係、自治会との関係が、基本的に国から上意下達で、流山市も独自に考えて何かをするというよりは、国や県からの指示を忠実にこなし、執行していくという役割を担っていました。

今から１０年前に地方分権という考え方が出てきました。
国から示されたものをこなしていくという能力が求められていたが、今は企画、そして条例を自分たちでつくる、こういうことまで求められる時代になってきました。
そして国あるいは県に伺うのではなくて、県と対等に交渉し、あるいは国に対しても直接意見をし、また対等に協議をするということができる能力を持っていないと、地方自治体の職員として機能しない時代になったわけです。

　　そういう意味で大きな曲がり角にあるわけですが、市と地域、あるいは自治会との関係も、大きな流れの中で同じことが起こっています。この行政連絡員制度は、この建議書にもありましたが上意下達の関係で、一方的に情報を流していくような関係が見られたわけです。これからはパートナーとして、地域自治が自治体の中で求められていくということで、今、地域まちづくり協議会が立ち上がろうとしています。
新しい、本当にそういう意味では戦後の６０数年の歴史の中で、日本の社会のコミュニティの仕組みが大きく変わる時期に今あるわけで、とても皆様方の努力が、歴史の節目にある大変重要な時期であり、またそれに対して新しい時代に対応するための仕組みづくりにご貢献いただいたというふうに思います。

　　流山市は、この行政連絡員廃止に向けての段取りを始めたところです。今月末には行政連絡員の方々に説明会を予定しており、その後、議会に対しても説明をしていくということであります。

　　新しい地域コミュニティと市の関係づくりの第一歩がいよいよ踏み出されるというふうに思います。
平成１７年、私が市長に就任して２年目に、この制度を廃止しようと行政連絡員の方にアンケートや意見交換をしましたが、そのときも、かなりの数の方が賛同してくださいましたが、一方では同意を得られない方もたくさんおられました。
それから既に４年経って、皆さんの反応も大分変わってきているようにお見受けします。

　　ぜひ皆様と共に、新しい分権の時代にふさわしい地域コミュニティの仕組みを一歩一歩つくっていくという意義をかみしめながら、次につなげていきたいと思います。
この建議で終わりということではなく、まちづくり協議会などでも皆さんにご尽力いただかないといけません。

引き続き新しい仕組みづくりにご支援、ご参加していただいて、一緒につくっていきたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。本当にありがとうございました。

（相川会長）

　　まだ時間がありますので、聞きたいことや意見などありましたら。

　　狼委員、何かありませんか。

（狼委員）

私の個人的な感想ですが、流山市は、古い４万人ぐらいのまちを母体に新しい団地ができ、新しい人と古い人が混在していて、地域的にいろんな考え方の人がおられる。
　だからまちづくり協議会の考え方も、一つの方法で全地域でやりなさいということは絶対言えない。
そこで考えてもらいたいのですが、果たして皆さんは、我々が考えていることに全員が賛同してくれるかが、まだ不安であります。
そこはやはり丁寧に何回も繰り返して説明し、時間をかけていかないと、上から「やれ、やれ」と押し付けたら、ほかの市の例もあるがポシャッてしまうケースが結構あるので、その辺は注意しないといけない。

　　それと、市長が言われた池田市の倉田市長は、地域内分権を強力に進められている。
やはりよりよい流山をつくるために市民が主体となって自分たちで考えて、自分たちで流山市独自のまちづくりをしていく姿勢を、皆さんで共有していくことが最初であるという印象を持っています。

（井崎市長）

　　池田市のやり方を参考にしますが真似する必要はないですし、狼委員が言われたように、地域のあり方によっては、地域まちづくり協議会の運営の仕方が市内で大きく違っても、その地域に合ったもであればいいわけです。

まちづくり協議会をつくることが目的化して先行すると、おかしくなる。やはり地域に役に立つ仕組みであることを、皆さんに理解していただかないといけない。

　　ですから、畳み掛けるようなやり方ではなく、本当にそれぞれの地域のニーズに合った形で、地域のやりやすい運営の仕方を求めていければいいと思います。

（河村委員）

　　自治基本条例ができたことは本当に大きなことで流山の財産になっています。
それをベースにして小学校地区にコミュニティを一単位で地域まちづくり協議会をつくり、参加条例も検討し、皆さんとの協働の仕組みをつくっていくということで、井崎市長がやっと本気になっていただけたということを、非常に力強く感じました。

　　それから行政連絡員制度も、この建議が出れば必ず動きがあるだろうと、少なくとも１年は様子を見るなり、制度を検討された上でと思っていたのですが、もう一月の末には説明会を開く予定であることは、これもまた市の対応の早さに驚きを感じました。

　　何よりも力強いのは、行政がそのような方針を出されたことで、心ある人たちが、「行政がやる気なら、それでは我々もこれをフォローしよう」ということで全体が一体となっていくことが、何よりも強いと思う。我々もぜひ協力させていただきますし、市長が今後一層のリーダーシップを発揮していただくことを期待しております。

（井崎市長）

　　市民自治に関しては、「やっと本気」ということではなく、やはり優先順位があり、全部が同じ様にはなかなかできません。
私の立場としては、市民が主権者であり自治基本条例、市民参加条例、そしてつい最近の広報で、情報公開条例の改正をお知らせし、今後は市民投票条例が出てきます。
やはり、市長が代わっても条例があれば議会で過半数を得なければ変えることができないわけで、そういう仕組みを一歩一歩つくっていきます。

　　市の職員も「なぜやるのか」が見えてこないどうしても、そういう意味では、例えば行財政改革審議会で関係職員が相当啓蒙されましたし、皆さんのこの審議会で担当職員が、自治やコミュニティのあり方についても相当啓蒙されてきたと思います。
そういう意味ではパートナーですから、皆さんからも同じようにどんどん叱咤激励をしていただき、それで職員も、私ども執行部も育っていくということです。

今まで見えなかったことが一歩一歩見えていくということができつつある。この流れは止めない、むしろ加速していきたい。
ようやくお金の問題から、自治の運営について時間と労力を割くことができる状況に移りつつあることをご理解いただければ大変うれしいと思います。

（相川会長）

　　佐藤委員、何かありませんか。
（佐藤委員）

　　私は前から審議会答申の骨子は非常に着目しており、これができれば多分革命的に日本の自治構造が変っていく、一つの大きな先駆をなすものと今でも思っています。
　　先日、阪神・淡路大震災１５周年のテレビ報道がありました。
その中で、神戸の長田区に野田北部というまちがあり、ここも震災を受けているところで。

その野田北部には、二つの地区があり、一方はかなり焼けて、もう一方は少しで焼けどまったところで、片方は国の区画整理事業で、もう片方は、区画整理事業ではなく自分たちのまちづくり協議会が出した案でまちづくりの復興をやりますということでした。
どちらがいいかは、お互いメリット・デメリットがあるのですが、何よりも大事であるのは、住民の皆さんの８割以上が合意して一つのプランをつくったことです。
これを約５年かけて復興していくことになったのですが、それが終わると大体どこでもそうであるが、まちづくり協議会は課題解決をするとしぼんでいきます。

　　これは流山もそうですが、１９６０年代後半に、当時の自治省、今の総務省のモデル地区に全国数十個所指定されているのですが、これが未だに残っているところと、それからどんどん廃れているところがあります。当時、武蔵野とか三鷹はとても有名だったのですが、これが今は形骸化して全くない。
それはなぜかというと、一つは行政のサポート体制ですね。
サポートというのはお金ではなく、まちづくりですから課題は永遠にある。

その課題をどう協議会の人たちが解決していけるかということに対する、技術的支援や何よりも協議会を支えていく支援ですね。
これが続いているところは、見事に残っている。
それがなくなってくると、大体廃れてくる。

　　もう一つ大事なのは、野田北部の話で、野田北部の人たちはやはり協議会を運営していくにはそれなりにお金は必要である。
そんなに大きなお金は要らないが、会議をやったり、いろんなことを調べたり、何か新しい課題を解決するには自分たちでお金を用意してやらなければいけない部分があります。
そこで、野田北部の人たちは何をやったかというと、これは行政からのサポートもあったのですが、「自転車駐輪場の指定管理者に協議会がなってくれ」ということになったのです。
まちづくり協議会は、法人格を持っていないので、そのまちづくり協議会の中に、実はパートナーである有力なＮＰＯが指定管理者になったのです。

自分たちがやはり自分たちの力で、稼ぐと言ったら変ですが、そういうシステムをつくってサポートするのが行政の役割である。
だから私は、こういうものはノット・コントロール・バット・サポートで、自治体は絶対そういう立場に立つべきであり、コントロールするのではなくて支援をする。
その支援の仕組みをつくることが、永続につながると考えます。

　　そういう意味でこの答申というのは、日本に本当に画期的な提案なので、ぜひそういう観点から支援していただいて、これで、流山モデルが出てきたら、日本の自治行政というのは相当大きく変わります。今あちこちの自治体が模索している中で、私が知る限りでは最高の答申だと思っています。

（井崎市長）

　　流山は今、市民活動推進センターもＮＰＯに委託をして運営していただいている。このときも、そこにかかわるたくさんの市民団体から「時期尚早だ、行政がやるべきだ」という声がありました。
市民活動支援を市民団体がやるということは、私は一つ次のステップに進んだ形ということでお任せしました。

そうしましたら、浦安市などから視察に来られて、こんなことまで市民がやるのですかということで、とても感銘を受けて帰られました。ただし、やはりそれを越えていくための知恵がないといけないし、知恵出しを市役所も市民の皆さんからもたくさんの提案を出していただき、今まで考えられなかった仕組みや団体活動が生まれてきている。
私は、流山は緑と市民が財産だということをいつも言っている。
　　例えば都市計画法も上意下達の一つの全国一律から、分権化の方向が今模索されていて、どういう結果が出るかまだわかりません。
　建ぺい率や容積率など、全部数字で全国一律で縛ってきているのですが、真鶴の「美の条例」と言われるものなどがそうでが、流山でも全国一律の数値化された都市計画法を越える何か、本当に仮称の仮称ですが、例えば「美しいまちなみづくり条例」とか、景観条例とはまた違うのですが、何か計量的なものでないものを議論し、これを条例化していこう、というようなことを求めている市民もおられる。いよいよ流山市はそれを来年度から取り組もうと思っています。

　　それから、おおたかの森の駅の自由通路で、最近皆さん通られると、円柱のところに広告が出ているのをご覧になったと思います。あれも５年前から、私はあそこで広告料がとれないかと、稼ぐ自治体にならなくてはいけないということで検討しました。
最初は県の屋外広告規制条例上、できないということだったのですが、いろいろ検討して、その場所が法定外公共物の対象外である指定をすると、その条例に引っ掛からないということがわかり、去年から年間約１５００万円の収入を得ることになりました。

　　そのときに職員が私に質問してきまして、地方自治体が稼いでいいのですか疑問を投げかけてきました。

私は、稼いでもよいことを答え、ただし、その稼いだ利益を足りない財源に充てるのは全然構わない、だからどんどん稼いでくださいと答えました。

　　今までの枠組みで考えると、今起こっていることは非常識なのかもしれません。やはりこの時代に流山市が市民のニーズに的確に応えて、次の地方政府として経営をきちっとできる自治体になっていくためには、今までは考えられなかったことにどんどん挑戦していかないといけない時代になりました。

　　そういう意味で、この自治は、皆さんの今回の答申がその基礎になるわけです。各部門でそれぞれの思い入れのある市民が、本当にいろんな分野で新しい提案をしてくださるようになり、これが加速していきますと、気がついたら日本一になるということも本当に夢ではないと思っています。

　　しかしながら委員の皆さんが思い描いているスケジュールでなかったり、十を望んだにも関わらず五しかできなかったということがあるかもしれませんが、ぜひ諦めずに叱咤激励し続けていただき、５年後１０年後に全国のモデルになるような自治体を一緒につくっていきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。

（相川会長）

　　時間もオーバーしましたので、これで懇談会を終了したいと思います。
（井崎市長）

　　本当にありがとうございました。

（相川会長）

　　それでは、休憩いたします。

　　　　　　　　　（休　憩）

（相川会長）

　　それでは再開します。

　　まず行政のほうから、何かお話しがありましたらお願いします。

（事務局）

　　まず、後期基本計画の中では、コミュニティ審議会からからの提言等を受けました全市コミュニティ推進委員会も基本計画の中には位置づけし、新年度につきましても予算化をいたしました。
それと地域まちづくり協議会、これにつきましても基本計画の中での位置づけ、予算についても新年度に予算化いたしました。
コミュニティに関する人材の育成、これにつきましてもやはり計画の中にも位置づけ、予算化をさせていただきました。

　　当初は「行政連絡員制度の活用を推進します」という項目が計画の中に入っていましたが、これについては削除いたしました。

　　それと、目標指標の中で、「概ね小学校区単位で形成される自治会連合会数」を、「地域まちづくり協議会の設置数」に、指標を変えさせていただき、平成２０年度は、当然まちづくり協議会はございませんのでゼロで、この計画が終わる３１年度には一応全小学校区ということで１５で計画をさせていただきました。

　　あと、全市コミュニティ推進委員会については、今申したように今年度一応立ち上げることを予定していますが、これにつきましては当然地域まちづくり協議会の指導・助言するような位置づけになりますので、早急に立ち上げをしたいと考えています。
ただ、委員構成等で私どもの考え方としては、コミュニティ審議会の委員の中から４名、５名の方をお願いしたいと考えています。

　　あとの残り５ないし６名につきましては、行政関係から２名、私どものほうが１名と、あと社会福祉協議会から１名を出していただき、審議会等の指針等にもありますように、３分の１は公募をしなさいということなので、３名ぐらいは公募を考えている。
　それで大体１０名以内で全市コミュニティ推進委員会をスタートさせたい。

　　ただ、具体的に規則なり要綱等はっきりとしたものがまだできておりませんので、できるだけ早い時期に規則等をつくり、４月１日の広報で公募をかけたいと思っています。
ですから委員会は、５月の遅くとも連休明けにはもう立ち上げしたいと考えております。
今後ともご協力のほどをよろしくお願いしたいと思います。

（河村委員）

　　先ほど、今年度から立ち上げたいというのは、２２年度という意味ですか。

（事務局）

　　２２年の４月から立ち上げをしたいということです。

（相川会長）

　　審議会関係から４、５名、社協から１名、行政から１名、公募は３人ですか。

（事務局）

　　大体１０名以内でスタートしたいと考えております。

（稲見委員）

　　実際問題、コミュニティ課のほうで来年度からこの組織を立ち上げるというためにも、年度内に規則をつくらなくてはならないのですね。その規則というのは、審議会から提案した案を基に作成しようとしているわけですね。

（事務局）

　　そうです。

（事務局）

　　私どもとしては一応市内全域４地区ぐらいに分けて説明会を行った上で公募をかけて、三箇所、四箇所挙がった場合は、全市コミュニティ推進委員会で、どの地域を選ぶかを検討していただきたい。
　　あくまで、２地区は想定していますが、原則として公募をやるには、「地域まちづくり協議会というのはこういうものですよ」という説明をしてから、それに対して手を挙げていただくというのが一番いいのかなと思っています。

（河村委員）

　　それは、説明をするのも全市コミュニティ推進委員会がコミュニティ課と一緒にやるという考え方ですか。

（事務局）

　　全市コミュニティ推進委員会は、やはりまちづくり協議会を指導・助言する立場も含んでいることから、その中でできればやっていただきたい。

（河村委員）

　　ということはそれまでに立ち上げて、そういう合意を得て、それで一緒に動くということになりますね。

（事務局）

　　ですから逆に言ったら、ある程度早く決めないとまちづくり協議会を立ち上げていただくのに時間もかかりますし、それで今度はその中でどういう事業をやるか、また皆さんで話し合うのに時間がかかると思います。
結構早めに説明会をやっていかないと、まちづくり協議会自身の立ち上げが遅くなり、期間的に短くなってしまいます。
その辺については、皆さん方にご負担をおかけるようになるのかなという思いがあります。

（佐藤委員）

　　終わるのではなくて。いやだから、モデル地区をやって軌道に乗ったら手を放すのかね。そこが問題なのです。普通のそういう地区の協議会というのは、私の経験ではやはり２年はかかります、軌道に乗るまで。２年たってようやく手が離れるかどうか。だからそれも地区の条件によって違うのですよ。河村さんみたいな方がおられる地区だとか、龍田さんがおられるような地区だったら、それは割と早く手を放しても、協議、連絡さえしっかりしていれば持続するし。

（相川会長）

　　次に、１０月２０日の字句修正を狼委員にやっていただきました。前回のときと変わったところに絞って、狼委員から説明していただけますか。

（狼委員）

　　　　　　　（変更個所の説明）
（相川会長）

　　ありがとうございました。
特に何かありませんか、なければ字句修正の報告ということで、ぜひ初めから終りまで皆さん目を通してください。
よろしくお願いします。

（事務局）

　　本来であれば、担当部長から挨拶を申し上げるところでありますが、体調を崩しまして本日欠席しておりますので、私から挨拶を申し上げさせていただきます。

　　委員の皆様には本当に、平成２０年１月から２年間に渡りまして、本市のコミュニティ行政につきまして多大なるご貢献をいただきましたことに厚くお礼を申し上げます。
このコミュニティ審議会からのご提言につきましては、行政としても尊重させていただき、平成２２年度の予算等にもできる限り予算計上させていただいたつもりでございます。

　　皆様方にはこの２年間、審議会のほかにも勉強会や部会など、いろいろと活動していただき、私どもも敬意を表するところでございます。
これからも本当に、私どものコミュニティ行政をはじめ市の行政につきましては、ご支援、ご協力のほどよろしくお願いいたしたいと思います。
２年間本当にありがとうございました。
（相川会長）

　　ではこれで、審議会を締めさせていただきます。
ありがとうございました。
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